
¥
¥国内費用：

現地費用：
特許出願

平成３０（２０１８）年３月１日現在

現地費用：
国内費用：

¥
¥

優先日（日本出願日）から１年以内（ＰＣＴ：３１月）
（ＰＣＴ２月救済可）

サーチレポート作成。見解書添付。

優先日から１年半
サーチレポート公開。見解書なし。

サーチレポート公開後６月以内（審査請求期間内）

審査

¥現地費用：
¥国内費用：

拒絶理由通知

意見書
・補正書

現地費用：
国内費用：

¥
¥

サーチレポート公開後６月以内（優先日から約２年以内）

指定国料金
締約国の指定

出願審査請求

出願公開

先行技術調査

（ＰＣＴ：移行時に行う）

〇マルチのマルチ

・特許付与まで国の取下可能
・指定しなかった国の追加不可
・全ての国の指定取下は出願取下

拒絶査定

不服

¥現地費用：
¥国内費用：

審判

２月以内

特許査定

特許料納付
現地費用：
国内費用：

¥
¥仏独クレーム訳

異議申立

満了日：出願日から２０年まで各指定国特許

特許査定から４月以内（延長不可）

特許付与公告

公告日から９月以内

公告日から国内特許と同等の権利。

翻訳文提出

出願人の手続です。赤枠：
青枠： 現地特許庁の手続です。

なお、費用は改正されることがあります。

(注) 特 許 権 の 維 持 に は 毎 年 特 許 料 の 納 付 が 必 要 で す 。

この手続には国内費用と現地費用の両方が発生します。

・ロンドン協定 ( L o n d o n  A g r e em e n t )
クレームのみ翻訳文を請求できる。
英仏独以外は英仏独の全文訳を請求可。
非加盟国：ＩＴ、ＥＳ、ＰＴ，ＧＲ等

欧州特許
Eu ropean  Pa t en t  Conv en t ion


